
資料⑵②

様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

●最終案決定

３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

周知方法
及び

時　期
開催日の２週間以上前に郵送により通知する。

周知方法
及び
時　期

広報はなまきに掲載するとともに、市ホームページに掲載する。
素案及び案については、事前周知を図るため、説明会開催前に秘書政策課、各総合
支所地域振興課、まなび学園、各振興センター、花巻保健センター、各市立図書館
に備え付ける。

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

総合計画長期ビジョン及び中期プランの策定に関し、下記機関から意見聴取を行って
いることから、総合的な計画となる人口ビジョン及び総合戦略についても意見聴取を
行う。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択。
素案及び案の調整期間を考慮して、上記の時期を選択した。

対象者
(対象
地域)

花巻市総合計画審議会、花巻市地域自治推進委員会、花巻市大迫地域協議会、花巻市
石鳥谷地域協議会、花巻市東和地域協議会

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として、本庁及び各総合支所で開催する。

名　称 関係団体等からの意見聴取 名　称 市民説明会

時　期
及び

回　数

７月下旬　各１回
10月中旬　各１回

時　期
及び
回　数

７月下旬　４カ所各１回
10月中旬　４カ所各１回

対象の内容

【目的】まち・ひと・しごと創生法に基づき、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少、流出に歯止めをかけるとともに、住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある
社会を維持していくため、「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」を策定。
【内容】「地方人口ビジョン」　本市人口の現状と将来の姿、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示す。
　　　　「地方版総合戦略」　　人口ビジョンを踏まえ、地域の実情に応じた政策分野ごとの目標や施策の基本的方向、具体的な施策を示す。
【区分】　基本構想～基本計画～実施計画
【計画期間】「人口ビジョン」～2060年　　「総合戦略」平成27～31年度
【策定根拠】　まち・ひと・しごと創生法第１０条

方法① その他適切と判断される方法 方法② 意見交換会の開催

担当部署：総合政策部秘書政策課

担当者：寺林和弘　　　　内線（211）

対象の名称 （仮称）花巻市人口ビジョン・花巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

素案の調整 案の調整 創生推進本部決定 

郵送による通知 

意見の整理 

結果の公表 実施 実施 

意見の整理 

結果の公表 郵送による通知 

実施 

意見の整理 

結果の公表 実施 

意見の整理 

結果の公表 広報・HP周知 広報掲載依頼 

広報・HP周知 

広報掲載依頼 



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

総合評価

　

　

総合評価

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

実施 結果の公表 実施 結果の公表 広報・HP周知 広報掲載依頼 広報掲載依頼 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

担当部署：総合政策部秘書政策課

担当者：谷藤　邦彦　　　　内線（２１１）

対象の名称 新市建設計画（計画期間の延長） 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】
市町村の合併の特例に関する法律の規定に基づき、合併後の新市の一体感の速やかな確立と住民福祉の向上等を図るため策定
【内容】
新市建設計画の基本方針、これを実現するための主要施策、公共的施設の適正配置と整備の方針及び財政計画を中心に構成
【区分】
基本計画
【計画期間】
平成２８年度～平成３７年度
【関係法令】
・市町村の合併に関する法律第６条第１項

方法① その他適切と判断される方法 方法② 意見交換会の開催

名　称 関係団体等からの意見聴取 名　称 花巻市新市建設計画（素案）市民説明会の開催

時　期
及び
回　数

平成２７年１０月、１２月　計各2回
時　期
及び

回　数

平成２７年１０月から１１月　４回（花巻、大迫、石鳥谷、東和各１回）

方　法や
時　期を
選択した

理由

花巻市地域自治推進委員会条例、花巻市地域自治区設置条例により新市建設計画の花巻市の区域
に係るものを決定し、又は変更しようとする場合においては、あらかじめ委員会の意見を聴かな
ければならないと規定されている。
また、総合計画審議会条例で市の総合的な計画の策定及び推進に関する重要事項を調査審議する
ための市長の諮問機関として設置していることから、意見聴取を行う。

１０月に素案の策定、12月に案の策定をすることから、総合計画審議会等の意見を聴取するこ
ととした。
意見聴取にあたっては、変更の概要説明・変更案の諮問・答申の２回に分けて行う予定とした。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択。
時期については、素案が策定する平成２７年１０月を目途に、市民の意見を聴取す
ることとした。

対象者
(対象
地域)

花巻市総合計画審議会、花巻市自治推進委員会、大迫地域協議会、石鳥谷地域協議
会、東和地域協議会

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する。

周知方法
及び
時　期

開催日の２週間以上前に郵送により通知する。

周知方法
及び

時　期

広報はなまき９月１５日号に掲載するとともに、市ホームページに掲載する。
素案については、当課及び各総合支所地域振興課、まなび学園、各振興センター、
花巻市保健センター、各市立図書館に備え付けるとともに、市ホームページに掲載
する。



３　計画・条例等の全体スケジュール

市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

７月 ８月 １月 ２月３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

総合評価

９月 １０月 １１月 １２月

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討の余地あり 

 周知時期 

 適切である 

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討の余地あり 

 周知時期 

 適切である 

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

・素案策定 

実施 
市民説明会 

●議案提出 
●議員説明 

●県との協議 ・案策定 

ＨＰ・広報による周知 意見の整理 

結果の公表 

郵送による通知 

意見の整理 

公表 

 

郵送による通知 

実施 

意見の整理 

公表 
 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

● ● ●

素案作成 防災会議 防災会議・成案

● ● ●

郵送による通知 意見の整理 告示

● ● ● 実施 ●

広報掲載依頼・資料準備 広報・ＨＰによる周知 公表

担当部署：防災危機管理課

担当者：赤沼　雅仁　内線（４７７）

対象の名称 花巻市地域防災計画 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】災害対策基本法の規定に基づき、花巻市の全域並びに市民の生命、身体及び財産を災害から保護するための計画
【内容】災害対策上必要な災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興計画に関する事項の見直し
【区分】基本計画【計画期間】設定なし(平成２７年度～）
【法令等に基づく改正の場合】災害対策基本法第４２条※平成２７年３月の岩手県地域防災計画の変更により花巻市地域防災計画を見直しするもの。

方法① 意向調査の実施 方法② パブリックコメントの実施

名　称 自主防災組織(未結成の地区は行政区長）への意向調査 名　称 花巻市地域防災計画見直し素案パブリックコメント

時　期
及び

回　数
４月中旬から下旬(２週間）

時　期
及び
回　数

平成２７年６月９日～７月８日（予定）

７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

災害時の活動をする団体の意見を反映させる方法として選択
時期については、見直し素案に自主防災組織（未結成の地区は行政区長）からの意見
集約を計画に反映させるための十分な検討期間を考慮し、選択した。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択
時期については、パブリックコメント後の意見集約及び市民からの意見を計画に反
映させるための十分な検討期間を考慮し、選択した。

対象者
(対象
地域)

自主防災組織　206
自主防災組織未結成の地区の行政区　２０

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する

１月 ２月

周知方法
及び

時　期
自主防災組織(未結成の地区は行政区長）宛てに郵送により通知する(４月中旬）

周知方法
及び
時　期

広報はなまき６月１日号に掲載するとともに、市ホームページに掲載する。
素案については、当課及び総務課、総合支所地域振興課、振興センター、図書館、
まなび学園、花巻保健センターに備え付ける。

３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

９月 １０月 １１月 １２月



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

総合評価

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

担当部署：都市政策課

担当者：渡辺雄志　　　内線（562）

対象の名称 花巻市公共交通網形成計画 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】まちづくりと一体となった持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するための計画
【内容】持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針、計画の区域、計画の目標、計画の目標を達成するために行う事業及
びその実施主体に関する事項、計画の達成状況の評価に関する事項、計画の期間、立地適正化計画との連携に関する事項、その他必要な事項
【区分】基本構想・基本計画　【計画期間】平成28年度～（概ね5年）【関係法令】地域公共交通の活性化及び再生に関する法律により「作成することができる」とされている。

方法① 審議会その他の附属機関における委員の公募 方法② パブリックコメントの実施

名　称 花巻市地域自治推進委員会及び3地域協議会からの意見聴取 名　称 花巻市公共交通網形成計画に係るパブリックコメント

時　期
及び

回　数

諮問（説明）　11月中旬　４回
答申　12月中旬　４回

時　期
及び
回　数

1月中旬～2月中旬（30日以上）

７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

花巻市地域自治推進委員会条例及び花巻市地域自治区設置条例において、各種地域計
画等に関する事項については、同委員会及び協議会に意見を聴くこととされている。
また、日頃から地域課題の把握及び検討を行っている同委員会及び協議会から意見を
聴取することは、市民意見の把握において最も有効な手段の一つであると考え、選択
した。
時期については、聴取結果を計画素案に反映させるため、上記の時期を選択した。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択した。
時期については、聴取結果を計画素案に反映させるため、上記の時期を選択した。

対象者
(対象
地域)

花巻市地域自治推進委員会
大迫地域協議会
石鳥谷地域協議会
東和地域協議会

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する。

１月 ２月

周知方法
及び

時　期
開催日の2週間以上前に郵送により通知する。（10月下旬）

周知方法
及び
時　期

広報はなまき12/15号に掲載するとともに、市ホームページに掲載する。
計画素案については、建設部都市政策課、総務部総務課、各総合支所地域振興課、
まなび学園、各振興センター、各保健センター、各図書館に備え付ける。

３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

９月 １０月 １１月 １２月

現況調査・分析 計画素案作成 議会説明 

諮問（説明） 答申→意見整理→結果公表 開催通知 

広報・HP掲載 パブコメ実施 意見整理→結果公表 

計画素案見直し→最終案作成→決定 



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

総合評価

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

担当部署：　都市再生室

担当者：　小松博幸　　　内線（５６５）

対象の名称 花巻市立地適正化計画 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】住宅及び都市機能増進施設（医療施設、福祉施設、商業施設等）の立地の適正化を図るため策定
【内容】持続可能な都市の形成を目指し、住宅及び都市機能増進施設（医療施設、福祉施設、商業施設等）の立地の適正化を図るため、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に
　　　関する基本的な方針、居住誘導区域、都市機能誘導区域及び誘導する都市機能増進施設の設定並びに公共交通網形成計画との連携などについて計画を策定する。
【区分】基本構想・基本計画　【計画期間】平成28年度～（概ね20年）【関係法令】都市再生特別措置法により「作成することができる」とされている。

方法① 審議会その他の附属機関における委員の公募 方法② パブリックコメントの実施

名　称 花巻市地域自治推進委員会及び3地域協議会からの意見聴取 名　称 花巻市立地適正化計画（素案）に係るパブリックコメント

時　期
及び

回　数

諮問（説明）　11月中旬　４回
答申　12月中旬　４回

時　期
及び
回　数

1月中旬～2月中旬（30日以上）

７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

花巻市地域自治推進委員会条例及び花巻市地域自治区設置条例において、各種地域計
画等に関する事項については、同委員会及び協議会に意見を聴くこととされている。
また、日頃から地域課題の把握及び検討を行っている同委員会及び協議会から意見を
聴取することは、市民意見の把握において最も有効な手段の一つであると考え、選択
した。
時期については、聴取結果を計画素案に反映させるため、上記の時期を選択した。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択した。
時期については、聴取結果を計画素案に反映させるため、上記の時期を選択した。

対象者
(対象
地域)

花巻市地域自治推進委員会
大迫地域協議会
石鳥谷地域協議会
東和地域協議会

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する。

１月 ２月

周知方法
及び

時　期
開催日の2週間以上前に郵送により通知する。（10月下旬）

周知方法
及び
時　期

広報はなまき12/15号に掲載するとともに、市ホームページに掲載する。
計画素案については、建設部都市政策課、総務部総務課、各総合支所地域振興課、
各振興センター、各図書館、まなび学園、保健センターに備え付ける。

３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

９月 １０月 １１月 １２月

現況調査・分析 計画素案作成 議会説明 

諮問（説明） 答申→意見整理→結果公表 開催通知 

広報・HP掲載 パブコメ実施 意見整理→結果公表 

計画素案見直し、最終案作成、都市計画審議会諮問答申等 決定 



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

総合評価

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

広報で周知●

●成案

担当部署：健康福祉部健康づくり課

担当者：久保田和子　　内線（390）

対象の名称 第２次健康はなまき21プラン（中間評価・見直し） 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

平成27年7月　1回
時　期
及び
回　数

平成28年11月中旬から12月中旬（１カ月間）

対象の内容

【目的】健康増進計画に基づき、健康づくりのための行動指針として策定したプランの、目標値の見直しや新たな健康課題等の検討
【内容】・達成度の明確化のため、食事・運動など分野ごとの目標を数値で設定　・積極的に生活習慣病を予防する「一次予防」に重点をおく　・生涯にわたる健康づくりを推進
【区分】アクションプラン（行動計画）
【計画期間】平成24年度～平成33年度
【関係法令】健康増進法において、同法の基本方針および都道府県健康増進計画を勘案して、住民の健康の保持増進の推進計画の策定を推奨

方法① 意向調査の実施 方法② パブリックコメントの実施

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択
時期については、パブリックコメント後の意見集約及び市民からの意見を計画へ反
映させるめの十分な検討期間を考慮し、選択（平成28年度実施）

対象者
(対象
地域)

市民2,300人
10歳代から70歳代で年代別・男女別に無作為抽出

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する。

名　称 市民アンケート 名　称 第２次健康はなまき21プラン（中間評価・見直し）（素案）パブリックコメント

時　期
及び

回　数

６月 ７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

アンケート調査の結果の正確性を期するため、現行プランのアンケート調査と同時期
に実施（平成27年度実施）

方　法や
時　期を
選択した
理由

１２月 １月 ２月

周知方法
及び

時　期

広報はなまき・市ホームページへ掲載
調査用紙は郵送。回答用紙は返信用封筒による返送にて回収

周知方法
及び
時　期

広報はなまき平成28年１1月１日号に掲載するとともに、市ホームページに掲載す
る。
素案については、当課及び市役所案内、新館、各総合支所地域振興課、まなび学
園、各振興センター、各市立図書館に備え付ける

３月 ４月 ５月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

平成27年度

方
法
②

平成28年度

９月 １０月 １１月

検討・素案の作成（次年度継続） 

調査票郵送 

実施 広報掲載依頼・資料準備 広報・HPにより周知 

回収 

意見の整理 結果の公表 

第1回健康づくり推進協議会 第2回健康づくり推進協議会 

調査票検討 租分析 詳細分析① 詳細分析②・検討 

最終調整 



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

総合評価

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

担当部署：生涯学習部生涯学習交流課

担当者：上野　剛　　　　内線（401）

対象の名称 花巻市生涯学習振興計画 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】 平成20年３月に策定した花巻市生涯学習振興計画が平成２７年度をもって計画期間が終了することから、次期計画を策定する
【内容】 総合計画の分野別関連計画とし、同計画の実効性を確保・補完していくため、生涯学習施策の体系及び方向性を示し、生涯学習を具体的に推進していくための取り組みを
　　　　 設定
【区分】 基本計画
【計画期間】 平成２８年度から平成３２年度（５年間）
【関係法令】
　(1)　教育基本法　第３条（生涯学習の理念）
　(2)　生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律　第１１条（市町村の連携協力体制）
　(3)　社会教育法　第３条（国及び地方公共団体の任務）第２項（学習機会の提供と奨励）・第３項（社会教育と学校教育の連携、家庭教育の向上）
　(4)　学校教育法　第３０条（生涯にわたり学習する基盤を培う）・第３１条（第３０条の目的達成のため体験活動等の実施にあたっての社会教育（団体）と学校との連携）

方法① 意向調査の実施 方法② パブリックコメントの実施

名　称 市民アンケート 名　称 花巻市生涯学習振興計画素案のパブリックコメント

時　期
及び

回　数

平成２７年６月（７月集計）
時　期
及び
回　数

平成２７年１２月下旬から平成２８年１月下旬

方　法や
時　期を
選択した

理由

生涯学習に関する市民の意識や現状を把握する方法として選択。
計画の素案のたたき台を作成するために上記の時期に実施する。 方　法や

時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択した。

対象者
(対象
地域)

市民２，５００人（回収数１，１００枚以上を期待）
満１５歳から７９歳までの市民から無作為年代別男女別抽出
【仕様】
・設問用紙A４：８頁（両面４枚）回答用紙A4：１枚
・設問数13、うち選択式１2、自由記述１
・直営で印刷・発送

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する。

周知方法
及び

時　期

・広報はなまき・市ホームページへ掲載
・6月にアンケートを発送、6月下旬までに回収

周知方法
及び
時　期

・広報はなまき・市ホームページへ掲載
・素案については、当課及び総合政策部総務課、各総合支所地域振興課、まなび学
園、石鳥谷生涯学習会館、各振興センター、各保健センター、各図書館に備え付け
るほか、市ホームページへ掲載する。



３　計画・条例等の全体スケジュール

市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

７月 ８月 １月 ２月３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月

策
定
等

方
法
①

方
法
②

総合評価

９月 １０月 １１月 １２月

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

社会教育 

委員会議① 

社会教育 

委員会議② 

社会教育 

委員会議③ 

社会教育 

委員会議④ 

社会教育 

委員会議⑤ 

パブリックコ

メント実施 

意見の 

整理 
結果の 

公表 

最終案 

策定 
素案作成 

郵送に 

よる配布 

集計・ 

分析 

広報・HP

により周

知 

結果の 

公表 
広報・HPに 

より周知 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

●審議会への中間報告 ●審議会への諮問・答申

● ●

広報で周知 発送 回収 ｱﾝｹｰﾄの整理 公表

担当部署：生涯学習部スポーツ振興課

担当者：菅　　史　　　　　　　内線（293）

対象の名称 花巻市スポーツ振興計画 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】
　　市民の心身の健全な発達、明るく豊かな生活の形成、活力ある社会の実現等に寄与するため策定。
【内容】
　・スポーツの推進のための基礎的条件の整備
　・多様なスポーツの機会の確保のための環境整備
　・競技水準の向上
　・スポーツの推進に係る体制の整備　ほか
【区分】
　　基本計画
【計画期間】
　　平成２８～３２年度
【関係法令】
　　スポーツ基本法により、地方公共団体はその地方の実情に即したスポーツの推進に関する計画を定めるよう努める。

方法① 意向調査の実施 方法② パブリックコメントの実施

名　称 市民アンケート 名　称 スポーツ推進計画（素案）パブリックコメント

時　期
及び

回　数
７月下旬から８月上旬

時　期
及び
回　数

10月下旬から11月下旬（1カ月間）

７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

市民の現状・ニーズや基礎データを把握する方法として選択。
骨子作成後、素案作成前の時期を選択した。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択。
市民からの意見を計画へ反映させるための十分な検討期間を考慮し選択した。

対象者
(対象
地域)

市民２，５００人
10歳代から70歳代で年代別・男女別に無作為抽出

対象者
(対象
地域)

全市民

１月 ２月

周知方法
及び

時　期

・広報はなまき・市ホームページへ掲載
・郵送（7月下旬）

周知方法
及び
時　期

広報はなまき１０月１５日号に掲載するとともに、市ホームページに掲載する。
素案については、当課、総務部総務課、各総合支所地域振興課、まなび学園、各振
興センター、各保健センター、各市立図書館に備え付ける。

３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

９月 １０月 １１月 １２月

素案の作成 
最終案の策定及び庁議で決定 

郵送 
実施 広報掲載依頼・資料準備 広報・HPにより周知 意見の整理 結果の公表 

骨子の作成 



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

総合評価

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 



様式第２号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度　市 民 参 画 計 画 書

１　参画の対象について記入してください。

２　選択した市民参画の方法について記入してください。

３　計画・条例等の全体スケジュール

●

公表

担当部署：教育部　こども課

担当者：阿部　勇悦　内線（9-30-344）

対象の名称 公立保育所再編指針 対象区分 市の基本構想、基本計画その他の基本的な事項を定める計画の策定又は変更

対象の内容

【目的】保育サービスの更なる充実と質の向上を目指し、統廃合や民営化を通じて公立保育所を新たに再編成するための指針
【内容】統廃合や民営化を通じて公立保育所を新たに再編成するための指針
【区分】基本方針
【計画期間】平成２７年度～平成３１年度

方法① その他適切と判断される方法 方法② パブリックコメントの実施

名　称 関係団体等からの意見聴取 名　称 公立保育所再編指針（素案）パブリックコメント

時　期
及び

回　数

6月から８月、10月から12月
運営法人及び保護者会は個別に実施、地域は各１回

時　期
及び
回　数

11月上旬から下旬（1か月）

７月 ８月

方　法や
時　期を
選択した

理由

素案策定の時点で、保育所・幼稚園等の関係団体やから意見聴取を行うことで計画実
施時の協力を得られやすくなること、また、地域の状況がそれぞれ異なることから、
花巻地域2地区並びに大迫、石鳥谷、東和地区の単位で意見交換を行うことが効果的
と思慮されることから、上記の方法・時期を選択した。

方　法や
時　期を
選択した
理由

多くの市民が意見を述べやすい方法として選択。
時期については、パブリックコメント後の意見集約および市民からの意見を計画へ
反映させるための十分な検討期間を考慮し、選択した。

対象者
(対象
地域)

市内の保育所運営法人および幼稚園運営法人等
公立保育園の保護者会及び地域住民等

対象者
(対象
地域)

全市民を対象として実施する。

１月 ２月

周知方法
及び

時　期
開催日の2週間前に連絡し、日程調整を行う。

周知方法
及び
時　期

広報はなまき10月15日号に掲載するととともに、市ホームページに掲載する。
素案については、当課及び総務部総務課、各総合支所地域振興課、まなび学園、各
振興センター、各保健センター、各市立図書館へ備え付ける。

３月 ４月 ５月 ６月 ３月 ４月
策
定
等

方
法
①

方
法
②

９月 １０月 １１月 １２月

実施 広報による周知 
意見集約 

実施 実施 

素案の策定 最終案の策定及び庁議で決定 



市民参画・協働推進職員チーム評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

市民参画・協働推進委員会評価内容

検討の余地があるとした項目と理由

●評価後に記入　　反映したことや反映しなかった場合の理由を記入してください。

総合評価

　

総合評価

　

反映した内容とその理由

反映しなかった内容とその理由

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 

 周知方法  検討

 周知時期 

 適切

 方 法 

 時 期 

 対象者（対象地域） 


